
都市防災推進協議会規約 

 
（名 称） 
第 １ 条 この協議会は、都市防災推進協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

（組 織） 
第 ２ 条 この協議会は、次条の目的に賛同する地方公共団体、独立行政法人都市再生機構及

び防災街区整備推進機構をもって組織する。 
（目 的） 
第 ３ 条 この協議会の目的は、都市の防災構造化に関する制度の設置及び拡充並びに防災構

造化事業の推進を図るとともに、都市の防災問題について調査研究し、または情報、
意見を交換すること等により、安全な都市の形成に資することを目的とする。 

（役 員） 
第 ４ 条 この協議会に次の役員を置く。 
       会 長   １ 名 
       副会長   ３ 名 
       理 事   若干名 
       監 事   ２ 名 
    ２  役員は、総会において選任する。 

（役員の職務） 
第 ５ 条 会長は、この協議会を代表し、会務を総理する。 
    ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
    ３ 理事は、この協議会の事業に参画し、これを推進する。 
    ４ 監事は、この協議会の業務及び会計を監査する。 

（役員の任期） 
第 ６ 条 役員の任期は、２期（４年）とする。 

（会 議） 
第 ７ 条 会議は、総会及び役員会とし、必要の都度会長が招集する。 

（部 会） 
第 ８ 条 この協議会に特定の問題に関し調査研究する部会を置くことができる。 
    ２ 部会は、会員の要請により会長が設置する。 

（幹 事） 
第 ９ 条 この協議会に幹事を置き、会長が委嘱する。 
    ２ 幹事は、幹事会を構成し、会務の推進にあたる。 

（経 費） 
第 １０ 条 この協議会の運営に要する経費は、会員の負担金をもってあてる。 
    ２ 負担金の額は、総会において定める。 

（会計年度） 
第 １１ 条 この協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
(監査印) 
第 １２ 条 事務局は、第５条第４項に規定する監事を指名する際に、監事が監査報告書に押印 

する印（以下、「監査印」という。）を、「（様式１）都市防災推進協議会監査におけ 
る監査印管理書」において登録する。 

２ 監事は、会計監査を行い、適正なものと認められた場合は、監査印を用いて監査報
告書に押印する。 

３ 監査結果に疑義が生じた場合は、監事及び会員が協議して解決するものとする。 
（事務局） 
第 １３ 条 この協議会の事務を処理するため、会長の属する地方公共団体に事務局を置く。 

（その他） 
第 １４ 条 この規約に定めるもののほか、この協議会の運営に必要な事項は会長が定める。 

 
 
 
 
 



  附 則 
この規約は、昭和５３年８月１９日から施行する。 
一部改正 平成７年１１月３０日 
一部改正 平成９年１１月２７日 
一部改正 平成１０年８月２７日 
一部改正 平成１５年６月１２日 
一部改正 平成１６年６月１７日 
一部改正 平成１８年１１月１日 
一部改正 令和３年８月１６日 
 一部改正 令和７年８月１９日 

 



 

- 1 - 

 

ff

都市防災推進協議会運営要領 

 

１、協議会を円滑に運営するため、役員及び研修会開催団体は、次の要領により選出することを基本とする。 

(1) ブロック割と輪番制 

○地域バランス及び機会均等の観点から、役員及び研修会開催団体は、（表１）のブロック順に持ち回る輪番制と

する。 

（表１）ブロック割 

ブロック 都府県 市 区 等 

東ブロック 
東京都、埼玉県、 

千葉県 

墨田区、足立区、新宿区、品川区、大田区、 

中野区、杉並区、北区、荒川区、板橋区、葛飾区、 

江戸川区、さいたま市、川口市、草加市、千葉市、浦安市 

中ブロック 
神奈川県、静岡県、 

愛知県 

横浜市、静岡市、浜松市、名古屋市、金沢市、岐阜市、 

都市再生機構、岡崎市、田原市、糸魚川市 

西ブロック 
大阪府、兵庫県、 

熊本県 
大阪市、堺市、八尾市、神戸市、姫路市、京都市、広島市、坂町、益城町 

  ※アンダーラインは政令市 

 

(2) 役員の選出 

  ○会長は、原則、都府県とする。ただし、特別な理由がある場合は、政令市とすることができる。 

○副会長は、都府県、政令市及び都市再生機構の３名とする。 

○監事は、会員団体（町及び都市再生機構を除く）２名とする。 

〇理事は、会員団体（町及び都市再生機能を除く）若干名とする。 

○各役員は、（表２）の順に選出する。 

○役員の交代は、原則、２期（４年）毎に行う。 

（表２）役員の選出 

会 長 都府県 ： 東ﾌﾞﾛｯｸ→中ﾌﾞﾛｯｸ→西ﾌﾞﾛｯｸの順に持ち回り、２期(４年)毎に交代 

副会長 

都府県 ： 中ﾌﾞﾛｯｸ→西ﾌﾞﾛｯｸ→東ﾌﾞﾛｯｸの順に持ち回り、２期(４年)毎に交代 

政令市 ： 西ﾌﾞﾛｯｸ→東ﾌﾞﾛｯｸ→中ﾌﾞﾛｯｸの順に持ち回り、２期(４年)毎に交代 

都市再生機構 ： 常  任 

監 事 会長ブロック、２期(４年)毎に交代（町及び都市再生機構を除く） 

理 事 各ブロック若干名ずつ、２期（４年）毎に交代（町及び都市再生機構を除く） 

 

(3) 研修会開催団体の選出 

○研修会開催団体は、原則、市区等とする。ただし、特別な理由がある場合は、都府県とすることができる。 

○研修会開催団体は、（表３）の順に選出する。 

○研修会開催団体の交代は、毎年行う。 

（表３）研修会開催団体の選出 

研修会開催団体 東ﾌﾞﾛｯｸ→中ﾌﾞﾛｯｸ→西ﾌﾞﾛｯｸの順に持ち回り、毎年交代 

 

２、協議会の運営を円滑にするため、各役員の業務分担は（表４）のとおりとする。 

  〇協議会の会計事務は、原則、会長の会計基準によるものとする。ただし、事業計画に定める場合は、この限りで

ない。 

   

 

  （表４）役割分担 

役職 業務内容 

会長 総会と役員会の運営、国要望活動、会計事務、協議会活動に係る国との調整 

その他事業の実施に係る事務 
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副会長（都府県） 国要望に係る要望書(案)の作成 

副会長（政令市） 新規事業に係る事業計画の企画、立案等（案の策定以降は会長）、ホームページの

企画・更新・保守管理（業者との契約締結・保守管理等に要する金銭の支払等は

除く） 

副会長（都市再生機構） 研修会開催市区の決定、研修会の企画等 

 

附則 

この運営要領は平成１９年４月 １日から施行する。 

一部改正：  平成２０年６月１３日 
一部改正：  平成２３年８月１２日 

一部改正：  平成３１年３月２２日 

一部改正：  令和 ４年８月３０日 

 

 


